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別紙資料２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ○職員定数削減 

    ３年間で２１０人定数削減⇒平成１３年度△５０人、平成１４年度△６０人、平成１５年度

△１００人 

    この定数削減による定量効果としては、約３５．５億円の削減となりました。 

   

       職員定数の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各年度４月１日現在）
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  ○時間外勤務等の削減 

    平成１２年度総時間外勤務は、５６５，４３５時間であり、平成１３～１５年度の３年間で

１０％以上の削減目標を掲げ改革に取り組みました。 

    その結果、３年間で９８，１９３時間（平成１２年度実績の１０．２％）の削減を実施し、 

 

新・四日市市行財政改革大綱の第２次実施計画については、平成１３～１５年度を計画期間と

して、第１次実施計画と同様、情報公開等の推進、財政健全化の推進、事務事業の見直し、組織・

機構の見直し、定員及び給与の見直し、効果的な行政運営と職員・職場の活性化、行政の情報化

の推進、会館等公共施設の見直しという８分野に分け、改革項目１１６項目を掲げ、その具体的

な取り組み内容や目標年度等を明記し、進捗管理を行い、改革を実施しました。 

取り組み結果については、改革項目１１６項目に対して、完了・継続実施を合わせて９２項目

について完了し、７９．３％の達成率となりました。３年間での改革における定量効果にとして

は、第１次実施計画を上回る約６２．４億円を削減しました。また、未達成となった項目につい

ても、次期の行政経営戦略プラン（行革プラン）に受継ぎ改革を行っています。 

主な改革の内容と取り組み結果については、以下のとおりとなっています。 

新・四日市市行財政改革大綱 
   第２次実施計画（平成１３～１５年度） 

人件費の削減 
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目標の１０％以上には至らなかったものの、定量効果としては、約２．６億円の削減となりま

した。 

    その他、人事院勧告等による給与費の削減、調整手当の廃止等により、１．６億円を削減し

ました。 

 

 

 

    平成１５年度から導入した財源配分方式による予算編成システムに伴う創意工夫や業務の見

直し等節減により、約１８．３億円の削減となりました。 

 

 

 

    補助金・負担金等の見直しについては、第１次の実施計画に引き続き、補助金等の見直し基

準に照らし、補助金の使途の明確化、運用の適正化を図るため、平成１３年度においては、２

９件、平成１４年度においては３５件、平成１５年度においては５６件、定量効果については

約４億円の見直しを実施しました。 

 

 

 

    使用料・手数料については、適正な受益者負担の観点から、各事業の正確なコスト分析を行

うとともに、負担の状況について検証し、見直しを実施しています。 

    ３年間での主な見直しについては、粗大ゴミの有料化、地区市民センター使用料及び三重北

勢健康増進センター使用料の見直しを行い、定量効果として約０．４億円の効果をあげました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金・負担金等の見直し 

使用料・手数料の見直し 

効率的・効果的な財政運営による節減額 


